
 

 
 

貸 借 対 照 表 
2022 年 7 月 31 日 現在 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 1,223,487 流動負債 104,156 

 現金及び預金 1,082,815  未払金 70,968 

 前払費用 57,584  未払法人税等 1,755 

 未収入金 12,489  預り金 5,070 

 未収消費税等 59,509  賞与引当金 6,993 

 差入保証金 11,000  訴訟損失引当金 19,368 

 その他 89   

  固定負債 26,845 

固定資産 11,255  資産除去債務 26,845 

有形固定資産 0   

  建物付属設備 0 負債合計 131,001 

  工具器具備品 0 純資産の部 

無形固定資産 0 株主資本 1,103,741 

  特許権 0  資本金 100,000 

投資その他の資産 11,254  資本剰余金 1,984,636 

  敷金保証金 11,254   資本準備金 1,984,636 

  その他 0  利益剰余金 △980,894 

    その他利益剰余金 △980,894 

     繰越利益剰余金 △980,894 

  純資産合計 1,103,741 

資産合計 1,234,743 負債・純資産合計 1,234,743 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 
 

損 益 計 算 書 
（2021 年 8 月 1 日から 2022 年 7 月 31 日まで） 

（単位：千円） 

科目 金額 

販売費及び一般管理費   

研究開発費 708,350  

その他の販売費及び一般管理費 237,448 945,799 

営業損失  945,799 

営業外収益   

受取利息 0  

為替差益 3  

受取賃借料 720  

雑収入 396 1,120 

営業外費用   

訴訟損失引当金繰入額 19,368 19,368 

  経常損失  964,047 

特別利益   

  固定資産売却益 54 54 

特別損失   

固定資産売却損 244  

減損損失 14,901 15,146 

税引前当期純損失  979,138 

法人税、住民税及び事業税 1,755 1,755 

当期純損失  980,894 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 
 

個別注記表 

 

（重要な会計方針に関する注記） 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備については定額法によって

おります。 

主な耐用年数 

建物付属設備 5 年～15 年 

工具器具備品 4 年～10 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しており、ソフトウェアは 5 年、特許権は 8 年で償却しております。 

２．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業

年度の負担額を計上しております。 

（２）訴訟損失引当金 

係争中の訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失見積額を

計上しております。 

３．外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨預金残高と外貨建資産債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。 

 

（会計上の見積りの変更に関する注記） 

本社並びにラボとして京都リサーチパークから賃借している居室について、見積書

等の新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変更を行っておりま

す。当該見積りの変更により、敷金のうち回収が最終的に見込めないと認められる

金額が 12,510 千円増加し、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上

しております。これにより、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期純損

失は 1,390 千円増加しております。 

  



 

 
 

 

（貸借対照表に関する注記） 

（１）担保資産 

担保に供している資産（帳簿価額） 

 差入保証金 11,000 千円 

上記資産は、控訴中の労働裁判に関して、第一審の判決への強制執行停止をするた

めに法務局に供託したものであります。 

（２）有形固定資産の減価償却累計額  519,444 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

減損損失 

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 金額 

研究開発用設備等 
工具器具備品 京都府京都市 5,137 千円 

特許権 京都府京都市 9,764 千円 

 当社は、事業用資産についてはキャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき資産

のグルーピングを行っております。 

 当事業年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスの資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

 なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値により算定しておりますが、

将来キャッシュ・フローの回収可能性が認められないと判断したため、該当する資産の

帳簿価額を備忘価額まで減額しております。 

  



 

 
 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当期末における発行済株式の数 

株 式 の 種 類 
当 事 業 年 度 

期首株式数（株） 

当 事 業 年 度 

増加株式数（株） 

当 事 業 年 度 

減少株式数（株） 

当 事 業 年 度 

期末株式数（株） 

普 通 株 式 105,000 ― ― 105,000 

A 種優先株式 232,000 ― ― 232,000 

B 種優先株式 338,700 ― ― 338,700 

C 種優先株式 370,000 ― ― 370,000 

D 種優先株式 224,000 ― ― 224,000 

２．自己株式の数 

該当事項はありません。 

３．新株予約権の目的となる株式の種類及び数（行使期間の初日が到来していないものを除く） 

普通株式 167,245 株 

 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 棚卸資産 23,409 千円 

 賞与引当金 2,412 千円 

 訴訟損失引当金 6,681 千円 

 減損損失 28,925 千円 

 資産除去債務 9,261 千円 

 減価償却超過額 651 千円 

 繰越欠損金 3,055,270 千円 

 その他 1,038 千円 

繰延税金資産小計 3,127,651 千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △3,055,270 千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △72,381 千円 

評価性引当額 △3,127,651 千円 

繰延税金資産合計 － 千円 

繰延税金負債   

繰延税金負債小計 － 千円 

繰延税金資産（負債）の純額 － 千円 



 

 
 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については、一時的な余剰資金についてのみ安全性の高い金融

資産（預金）に限定して行っております。資金調達については主に増資により調達

をしております。 

当社は、売上取引がないため営業債権取引がありません。また資金運用は安全性

の高い預金でしか行っておらず、有価証券取引がありません。そのため、信用リス

ク・為替リスク・市場変動リスクに晒されておりません。 

研究開発活動において発生する取引は、未払金にて処理をしています。未払金は

翌月支払されるものがほとんどで１年超の支払期日となるものは現時点で発生して

いません。なお、外貨建未払金がありますが、金額的に重要な為替リスクであると

考えておりません。増資により十分な資金を確保していることから、借入取引は行

っておらず、金利変動リスクに晒されておりません。 

為替リスクや金利リスクの状況から、ヘッジ取引を行う必要性がないため、デリ

バティブ取引は行わない方針であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 7 月 31 日（当事業年度末日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりです。 

                               （単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

(1)現金預金 1,082,815 1,082,815 - 

(2)未収入金 12,489 12,489 - 

(3)未収消費税等 59,509 59,509 - 

(4)未払金 (70,968) (70,968) - 

注１．負債に計上されるものは( )で表示しております。 

 ２．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1)現金預金、(2)未収入金、(3)未収消費税等、(4)未払金 

これらは全て短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

 

（関連当事者取引に関する注記） 

該当事項はありません。 

  



 

 
 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額  △7,164 円 30 銭 

１株当たり当期純損失    772 円 54 銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。  


